
（その他の不当表示） （その他の不当表示）

第23条 事業者は、次に掲げる広告表示をし
てはならない。

第23条 （同左）

\～C̆ （略） \～C̆ （略）
D̆ モデル・ルーム又は写真、コンピュー
タグラフィックス、見取図、完成図若し
くは完成予想図による表示であって、物
件の規模、形状、構造等について、事実

EEに相違する表示又は
EEEEEEEEE

実際のものよりも優
良であると誤認されるおそれのある表示

D̆ モデル・ルーム又は写真、コンピュー
タグラフィックス、見取図、完成図若し
くは完成予想図による表示であって、物
件の規模、形状、構造等について、実際
のものよりも優良であると誤認されるお
それのある表示

Ĕ～K̇ （略） Ĕ～K̇ （略）

L̊ 公的機関の融資に係る条件について、
実際のものよりも有利であると誤認され
るおそれのある表示

L̊ 住宅金融公庫その他の
EEEEEEEEEE

公的機関の融資
に係る条件について、実際のものよりも
有利であると誤認されるおそれのある表
示

C̊～Ģ （略） C̊～Ģ （略）

２ 事業者は、前項に掲げるもののほか、物
件の取引に関する事項について、事実に相
違する表示であって、不当に顧客を誘引し、
一般消費者による自主的かつ合理的な選択
EEEEEEEEEEEEEEEEEEE及び事業者間の公正な競争
EEEEEEEEEEEE

を阻害するおそ
れがあると認められる広告表示をしてはな
らない。

２ 事業者は、前項に掲げるもののほか、物
件の取引に関する事項について、事実に相
違する表示であって、不当に顧客を誘引し、
公正な競争
EEEEE

を阻害するおそれがあると認め
られる広告表示をしてはならない。

（組織及び事業） （組織及び事業）

第25条 この規約を円滑、かつ、効果的に実
施するため、社団法人北海道不動産公正取
引協議会、東北地区不動産公正取引協議会、
公益社団法人首都圏不動産公正取引協議
EEEEEEEEEEEEEEEEEEE会
E
、北陸不動産公正取引協議会、東海不動
産公正取引協議会、社団法人近畿地区不動
産公正取引協議会、中国地区不動産公正取
引協議会、四国地区不動産公正取引協議会
及び一般社団法人九州不動産公正取引協議
会（以下これらを「公正取引協議会」とい
う。）並びに不動産公正取引協議会連合会
（以下「公正取引協議会連合会」という。）
を設置する。

第25条 この規約を円滑、かつ、効果的に実
施するため、社団法人北海道不動産公正取
引協議会、東北地区不動産公正取引協議会、
社団法人首都圏不動産公正取引協議会
EEEEEEEEEEEEEEEEE

、北
陸不動産公正取引協議会、東海不動産公正
取引協議会、社団法人近畿地区不動産公正
取引協議会、中国地区不動産公正取引協議
会、四国地区不動産公正取引協議会及び一
般社団法人九州不動産公正取引協議会（以
下これらを「公正取引協議会」という。）並
びに不動産公正取引協議会連合会（以下「公
正取引協議会連合会」という。）を設置する。

２ （略） ２ （略）

３ 前項の公正取引協議会の地区は、次のと
おりとする。

３ （同左）

\・] （略） \・] （略）

^ 公益社団法人首都圏不動産公正取引協
EEEEEEEEEEEEEEEEE議会
EE

^ 社団法人首都圏不動産公正取引協議会
EEEEEEEEEEEEEEEEE

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千
葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨
県及び長野県の区域

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千
葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨
県及び長野県の区域

_～d （略） _～d （略）

４～６ （略） ４～６ （略）

附 則

こ の 規 約 の 変 更 は 、 公 正 取 引 委 員 会 及 び 消 費 者 庁 長 官 の 認 定 の 告 示 が あ っ た 日 か ら 施 行 す る 。

平
成

™
›
年

œ
月

š
˜
日
木
曜
日

(
号
外
第

˜
˜
Ÿ
号
)

官
報

第 十 二 条 第 三 項 第 三 号 中 「 （ 任 意 積 立 金 の 取 崩 し を 行 う こ と 等 に よ り リ ス ク 対 応 財 源 と し て 期 待 で き

る も の の 額 を い う 。 ） 」 を 削 り 、「 次 の 算 式 」 を 「 任 意 積 立 金 の 取 崩 し を 行 う こ と 等 に よ り リ ス ク 対 応 財

源 と し て 期 待 で き る も の の 額 と し て 、 次 の 算 式 」 に 改 め 、「 （ 税 効 果 会 計 （ 規 則 第 百 二 条 第 一 項 第 二 号

に 規 定 す る 税 効 果 会 計 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 適 用 に よ り 資 産 と し て 計 上 さ れ る も の を い う 。 以 下 同

じ 。 ） 」 を 削 り 、 同 号 備 考 中 「 剰 余 金 の 額 か ら 」 を 「 利 益 剰 余 金 の 額 か ら 、 利 益 準 備 金 の 額 」 に 、「 税 効

果 会 計 の 適 用 に よ り 負 債 と し て 計 上 さ れ る も の 」 を 「 規 則 第 八 十 六 条 第 二 項 第 一 号 ヲ に 規 定 す る 繰 延

税 金 負 債 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 次 に 掲 げ る も の の 額 の 合 計 額

イ 負 債 性 資 本 調 達 手 段 で 、 次 に 掲 げ る 性 質 の 全 て を 有 す る も の

\ 無 担 保 で 、 か つ 、 他 の 債 務 に 劣 後 す る 払 込 済 み の も の で あ る こ と 。

] 第 九 項 に 規 定 す る 場 合 を 除 き 、 償 還 さ れ な い も の で あ る こ と 。

^ 損 失 の 補 に 充 当 さ れ る も の で あ る こ と 。

_ 利 払 の 義 務 の 延 期 が 認 め ら れ る も の で あ る こ と 。

ロ 期 限 付 劣 後 債 務 （ 契 約 時 に お い て 償 還 期 間 が 五 年 を 超 え る も の に 限 る 。 ）

〇
金 融 庁 、 財 務 省 、 厚 生 労 働 省 、

農 林 水 産 省 、 経 済 産 業 省 、 国 土 交 通 省 、

環 境 省

告 示 第 一 号

中 小 企 業 等 協 同 組 合 法 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 年
内 閣 府 、 財 務 省 、 厚 生 労 働 省 、

農 林 水 産 省 、 経 済 産 業 省 、 国 土 交 通 省 、

環 境 省

令 第 一 号 ） の

規 定 に 基 づ き 、 中 小 企 業 等 協 同 組 合 法 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 四 年 五 月 三 十 一 日 金 融 庁 長 官 畑 中 龍 太 郎

財 務 大 臣 安 住 淳

厚 生 労 働 大 臣 小 宮 山 洋 子

農 林 水 産 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 前 田 武 志

経 済 産 業 大 臣 枝 野 幸 男

国 土 交 通 大 臣 前 田 武 志

環 境 大 臣 細 野 志

中 小 企 業 等 協 同 組 合 法 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

中 小 企 業 等 協 同 組 合 法 施 行 規 程 （ 平 成 二 十 年
金 融 庁 、 財 務 省 、 厚 生 労 働 省 、

農 林 水 産 省 、 経 済 産 業 省 、 国 土 交 通 省 、

環 境 省

告 示 第 一 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 二 条 第 三 項 第 一 号 及 び 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 共 済 掛 金 積 立 金 等 余 剰 部 分 イ に 掲 げ る 額 か ら ロ 及 び ハ に 掲 げ る 額 の 合 計 額 を 控 除 し た 額

イ 共 済 掛 金 積 立 金 （ 規 則 第 百 四 十 五 条 第 一 項 第 一 号 イ に 掲 げ る 共 済 掛 金 積 立 金 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） 及 び 未 経 過 共 済 掛 金 （ 同 号 ロ に 掲 げ る 未 経 過 共 済 掛 金 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 合 計 額

ロ 共 済 契 約 の 締 結 時 の 費 用 を 共 済 掛 金 払 込 期 間 に わ た り 償 却 す る 方 法 そ の 他 こ れ に 類 似 す る 方

法 に よ り 計 算 し た 共 済 掛 金 積 立 金 の 額 に 未 経 過 共 済 掛 金 を 加 え た 額 又 は 保 有 す る 共 済 契 約 が 共

済 事 故 未 発 生 の ま ま 消 滅 し た と し て 計 算 し た 支 払 相 当 額 の う ち い ず れ か 大 き い 額

ハ 支 払 余 力 比 率 （ 規 則 第 百 九 十 一 条 に 規 定 す る 支 払 余 力 比 率 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ）

の 算 出 を 行 う 日 に お い て 、 規 則 第 百 四 十 五 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 積 み 立 て た 共 済 掛 金 積 立 金

の 額 を 積 み 立 て て い な い も の と し て 、 法 第 五 十 八 条 の 七 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 共 済 計 理 人 が 行

う 確 認 そ の 他 の 検 証 に よ り 、 積 み 立 て て お く こ と が 必 要 で あ る 共 済 掛 金 積 立 金 の 額

二 契 約 者 割 戻 準 備 金 未 割 当 部 分 契 約 者 割 戻 準 備 金 の う ち 、 共 済 契 約 者 に 対 し 契 約 者 割 戻 し と し

て 割 り 当 て た 額

™
œ
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